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当センターは感染症法に基づく活動の一環として感染
症サーベイランスで収集・分析された感染症の情報を
厚労省と共に国民へ還元する役割を担っております

• その他、ホームページ、マス・メディアなどを通した情報提供

• 通常時、危機時のリスク・コミュニケーションは重要なチャレンジ



日本における主な感染症のサーベイランス＊
＊系統的、継続的に発生をモニタリング、まとめた情報を

還元し、対応・政策決定を行う一連の活動

種類 法律 内容 担当機関，部署

感染症発生動

向調査

感染症の予防および感

染症の患者に対する医

療に関する法律，いわ

ゆる感染症法

１類，２類，３類，４類， ５類

（全数，定点）の患者サーベイ

ランス，病原体サーベイランス，

感染症流行予測調査，積極的

疫学調査

健康局結核感染症

課，感染症疫学セン

ター

食中毒サーベ

イランス

食品衛生法 食中毒 医薬食品局食品安

全部監視安全課

院内感染対策

サーベイランス

（統計法） 院内感染，薬剤耐性菌 医政局指導課，（感

染症疫学センター，

細菌第二部）



食中毒については医師が疑うことが必要





※発生数が多いのは、カンピロバクターとノロウイルス



感染症法における主な食品媒介（を含む）感染症



EHEC O157:H7に感染した
患者の出血性下痢便

（出典：日本医師会ホームページ）

溶血性尿毒症症候群
（hemolytic uremic syndrome: HUS）

診断基準：溶血性貧血、血小板減少、急性腎不全、 臨床所見：乏尿、浮腫、意識障害

腸管出血性大腸菌感染症の経過・症状



腸管出血性大腸菌感染症報告数
全国、診断週別、2019年第1週～第34週
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腸管出血性大腸菌感染症報告数
全国、患者、診断週別、2019年第1週～第34週
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2019年第34週までの概要
患者＋無症状病原体保有者（2,204人）

• 性別：男性973例（44%）、女性1231例（56%）

• 年齢中央値25歳（範囲0〜97）

• 男性：21歳（0〜92）、女性：28歳（0〜97）

患者（有症状者）のみに限定

• 年齢中央値22歳（範囲0〜97）

都道府県別届出数

1．東京都（208例）、2．大阪府（119例）、3．静岡県
（118例）、4．北海道（113例）、5．千葉県（109
例）、福岡県（109例）、神奈川県（102例）、愛知
県（100例）が上位を占めた

推定感染地域が国外と報告された症例（89例：
（全届出数の4%）・・・うち72例がアジア地域

O抗原、ベロ毒素の情報が明らかであった100例以
上のEHEC感染症（暫定値）

1．O157VT1VT2（631例）

2．O157VT2（336例）

3．O26VT1（291例）

4．O103VT1（146例）
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2015-2019年各年第34週までの比較

累積報告数 患者（有症状者）のみ

HUS発症2.9% （累計44例〔うち女性35例（80%）〕
年齢中央値は11.0歳（範囲1〜87）
判明した血清群別ではO157が16例
届出時点の脳症の発症は6例（全例でHUS発症）
届出時点で死亡の情報：3例





食中毒については後ほど少し解説



近年の食品衛生関係の主な対応強化
• 生食用食肉の規格基準策定

– 薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会食中毒・乳肉水産食品部
会（2011/6/28, 7/6)、施行 (2011/10/1)

– （ポイントの一部）牛肉表面から1cm以上の深さを60℃で２分間以上加熱する方
法又は同等以上の方法で加熱殺菌すること（営業停止や刑事罰等の罰則規定
あり）

• 牛肝臓の規格基準策定
– 施行（2012/7/1)
– （ポイントの一部）牛の肝臓は、『加熱用』として販売しなければならない。加熱され
ていない牛の肝臓を販売する際は、牛の肝臓の中心部まで十分な加熱が必要で
ある旨の案内をしなければならない

• 浅漬製造に対する対応
– 漬物の衛生規範（S56/9/24）の一部改正（2013/12/13通知）
– （ポイントの一部） 「漬物の衛生規範」に原材料、漬込み時の低温管理、飲用適の
水での流水洗浄、次亜塩素酸ナトリウム溶液等で殺菌等の追加

• 豚の生食用としての提供の禁止について
– 食品安全委員会より答申（2015/2/24）、施行（2015/7/12）
– （ポイントの一部）E型肝炎のリスクに鑑み、法的に生食用としての提供を禁止



時期
(年月)

場所 原因食品 原因物質
患者数
（死者）

関係自
治体

H23.4 富山県（飲食店） ユッケほか 腸管出血性大腸菌 181（5） 9

H23.5 山形県（製造所） だんごほか 腸管出血性大腸菌 287（1） 4

H23.8 宮城県（製造所） 不明 細菌性赤痢 52 7

H23.12 堺市（その他） 給食 ウエルシュ菌 1037 1

H24.8 札幌市（製造所） 白菜浅漬 腸管出血性大腸菌 169（8） 11

H24.12 広島市（仕出屋） 仕出し弁当 ノロウイルス 2035 3

H24.12 山梨県（仕出屋） 仕出し弁当 ノロウイルス 1442 1

H26.1 浜松市（製造所） 食パン ノロウイルス 1271 1

H26.7 静岡市（販売店） 冷やしキュウリ 腸管出血性大腸菌 510 11

H27.8 島根県（寮） 寮の食事 腸管出血性大腸菌 62 3

厚生労働省医薬食品局食品安全部スライド／IASRより



全国のO157VT2発症週別報告数
（2017年）（n=597）
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疫学センター内でNESID上31週（*）増加を8/14（33週）に探知

31週（*）：7月30日～8月5日

※11/15現在

厚労省より調査票に関する通知の発出（9/1）*

MLVA complex となる事例の更新情報につ
いて自治体と情報共有（8/25）

疫学センターより厚労省に公式な情報提供（8/18）

厚労省にて第1回関連自治体会議（9/4）

厚労省にて第2回関連自治体会議（9/20）

調査票回収終了（11/20）

文責：砂川富正



同一遺伝子型O157VT2による患者報告数

平成29年11月17日開催 薬事・食品衛生審議会 食品衛生分科会 資料

明らかな集団発生
の要因を認めない
散発事例（感染症
事例）

そうざいチェ
ーン店の食
中毒事例

その他の食
中毒事例

最初のピーク 食中毒事案を
含む次のピーク

食中毒事例
以外の感染
症事例

初期事例の探知強化の必要性があるのは明らか



17m0121患者の発症週別累積報告都道府県数

検出された全17m0121患者のうち
83%(197/236)が関東地方からの報告

第30週
4都道府県

第31週
14都道府県

第32週
21都道府県

第33-34週
24都道府県

第35-37週
25都道府県

上月愛瑠先生（FETP）プレゼンより



広域散発事例の調査・対応の
必要性



新しいタイプの（新しく気づかれた？）食中毒

広域散発食中毒

• 工場等での汚染がもとで、食品の流通により広域に発
生する有害事象（生産、加工処理、あるいは輸送時）

• 特定の病原体に共通したサブタイピングで探知

• 各自治体は少数の症例発生

• 複数自治体にまたがる調査

20

重症例からみつかることが多いので重症度
の割合が高いことが多い！



広域散発食中毒

農場製造・生産

加工

最終的な
準備・調理

流通

散発事例

出典：http://www.cste.org/resource/resmgr/Food_Safety/Instructor_-_Module_7.ppt一部改変

食品安全上の
問題点

加工や流通が継続など―広域散

発事例が今後も発生する可能性
あり→対策のための調査重要

出典：http://www.cste.org/resource/resmgr/Food_Safety/Instructor_-_Module_7.ppt一部改変（文責：砂川）



広域散発食中毒の特徴

• 原因食品は提供前に汚染されている

–チェーンなどで流通する肉の汚染

–生食用食品（野菜が含まれる場合あり）

–広域流通食品、すぐに食べられる加工食品
（ready to eat）が多い

• 食品提供施設は多様

• 曝露のあった者が広域に発生

• 分子サブタイピングで他の自治体でのアウト
ブレイクと関連する病原体の一致を検討

出典：http://www.cste.org/resource/resmgr/Food_Safety/Instructor_-_Module_7.ppt一部改変（文責：砂川）



野菜の衛生管理の推進に向けた農林水産省の取り組み
(IASR Vol. 40 p85-86: 2019年5月号)

https://www.niid.go.jp/niid/ja/iasr-vol40/8884-idx471.html


生鮮野菜の衛生管理

栽培

収穫

流通

「生鮮野菜を衛生的に保つために」（農林水産省）より
http://www.maff.go.jp/j/syouan/nouan/kome/k_yasai/pdf/sisin.pdf

http://www.maff.go.jp/j/syouan/nouan/kome/k_yasai/pdf/sisin.pdf


広域散発食中毒にどう気が付くか

• 原因食品は提供前に汚染されている

–チェーンなどで流通する肉の汚染

–生食用食品（野菜が含まれる場合あり）

–広域流通食品、すぐに食べられる加工食品
（ready to eat）が多い

• 食品提供施設は多様

• 曝露のあった者が広域に発生

• 分子サブタイピングで他の自治体でのアウト
ブレイクと関連する病原体の一致を検討

出典：http://www.cste.org/resource/resmgr/Food_Safety/Instructor_-_Module_7.ppt一部改変（文責：砂川）

詳細な菌株の検査実施より以前に出来ることは無いか



2019年夏季のEHECモニタリング強化について
ー散発増加の早期探知に向けた取り組みー

詳細な菌株データが得られていない初期の段階にお
いて、より早期に広域散発事例の疑いを探知すること
を目的とした自動探知システムを稼働させている
（2019年6月～）

ベースラインとアラート閾値の設定
【ベースライン】過去5年前後1週（計15個）の平均値（ただし、集団発生の影響を取り除いて算出）

【閾値①】平均＋１SD → 内部で情報収集と継続的なモニタリングを行う

【閾値②】平均＋２SDもしくは「2週連続で平均＋１SD」→ 厚労省食品監視安全課に情報提供を行う

➢ この設定で2018年データで試行すると、①は年間26回、②は年間5回発生
➢ 2019年は、2019年９月２日時点では、①は20回、②はなし

※実際には「無症状を含む症例数」、「患者イベント
数」等の値も考慮していますが、詳細は割愛

出典：国立感染症研究所感染症疫学センター加納和彦先生作成プレゼンより



27

+

広域散発疑い自動探知システムの画面

探知すると現れる

緑：ベースライン（平均）
橙：閾値①（平均＋１SD）

出典：国立感染症研究所感染症疫学センター加納和彦先生作成プレゼンより



O26 VT1O157 VT2O157 VT1VT2

O103 VT1 O111 VT1VT2

血清型毒素型別、2019年9月2日時点の状況

緑：ベースライン（平均）
橙：閾値①（平均＋１SD）

※縦軸スケールが異なることに注意

O157(12回）、O26（4回）、O103（2回）、
O111（2回）において、閾値①超えが合
計20回発生

9月2日時点で、閾値②超えはなし

出典：国立感染症研究所感染症疫学センター加納和彦先生作成プレゼンより



まとめ

• 食中毒、多くの食品媒介感染症については、そ
れぞれ、食中毒統計、感染症法により動向が監
視されている

• 食中毒についてはまず、医師が疑って届け出る
ことが重要である

• EHECでは流通肉、生食用野菜、ready to eat食
品を中心とする広域散発事例が重要な問題と
なっている

• 広域事例を早期検出するための工夫が試みら
れている



ご清聴ありがとうございました！

sunatomi@niid.go.jp

砂川

（ご質問等、お気軽にご連絡ください）

mailto:sunatomi@niid.go.jp

